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「学校施設・設備J 教育学関係文献目録 (1985年~1995年)
「学校施設@設備J研究の動向と課題一一
富山大学堀井啓幸
はじめに
呂本建築学会では、 1 996 (平成8)年4月より建築計画委員会のなかに教育施設小委員会を
設け、学校施設・設備を中心とする教育施設について多角的な視点から検討を始めている。教育学
領域の研究者も含めた検討は、建築学会でも初めての試みと言ってよい。
設置呂的(研究内容)は、 ru淘]・小・中学校から生涯学習施設におよぶ教育施設を対象に、将
来の動向、計画研究の在り方について多角的な討論の場にする。②計画的な課題を設定し、研究会・
シンポジウムの開催、優れた教育施設やフロジェクトを対象に見学会や事例研究会を開催し、広く
会員に参加の場を提供する。 J (1995年12月18日、 「委員会設置申請書J)となっており、
教育施設の建築的、教育的重要性等について建築学会会員のみならず、教育関係者にも認知させる
ことが主要な目的になっている。
本研究会でも、吉村彰会員が小委員会の中心メンバーとして、また、天笠茂会員が設立当時から
のメンバーになっており(今年度の委員公選で変更)、筆者も1996年9月よりメンバーに加え
ていただいている。これまでの主な活動としては、 1 997年度には、伊奈学窓総合高等学校の調
査を中心として教科教室型学校建築導入の可能性を検討し、昨年度 (1998年度)は、日本建築
学会大会 (1998年9月12日、九州産業大学)において、下山田小学校の計画応募案 (146
点)の検討を通して、建築計画研究と建築作品評価の関係を公開討議した。特に学会大会では、学
校建築における設計の過程で教育関係者と検討する必要性を述べる意見などがでて、一部には教育
関係学会に乗り込んでいこうという威勢のいい意見もあった。
周知のように、オーブンフランスクールやインテリジェントスクールなど教育に新風を吹き込む
ような教育運動・教育実践には、建築計画学の研究者など建築プロパーの人々がキイパーソンとし
て関わってきた。学校建築に関しては、近年の聞に改築、新築の必要がある学校が増加することが
予想され、教育経営の物的条件としていっそうの質の向上が目指されなければならない。それは、
ティームティーチングの導入など新しい教育方法や「総合的な学習の時間jなどの教育課程に関わ
って必然的に求められなければならないものでもある。また、少子高齢化に起因する学校の統廃合
に関わって、地域公共施設として学校建築の複合化も模索されなければならない。こうした学校建
???
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築の動向に、教青学の立場からも客観的な見地から意見を述べていく必要性がある。まず、最近の
教育改革や学校の現状、学校建築、公共建築等の動向を踏まえ、学校経営の物的条件としての学校
施設・設備にどんな課題があり、と、の問題について教育学的な検討を加えるべきかを整理しておく
必要があろう。しかし、それ以前の問題として、建築学会の会員とやりあえるだけの研究・実践の
下地があるのか確認しておくことが必要である。
本稿では、この小委員会がまとめた「教育施設に関する計画研究データベース (1975"'19
9 6) J (日本建築学会建築計画委員会『学校建築の計画案にみる計画研究と建築作品の評価一下
山田小学校の計画応募案をケースにして-~ 1998年度日本建築学会大会研究協議会資料に所
収)について若干の紹介を行い、それと比較する形で「学校施設・設備J教育学関係文献目録(1 
985~1995) を提示した。なお、永岡)11員・小島弘道編著『現代学校経営総合文献目録 197
5~1985~ (第一法規、 1 987)に、戦後の「学校施設・設備j研究についての分析(筆者)
を掲載しているが、今回は、収録文献元を絞ったため、 198 5年以後の研究動向についての分析
はメモ程度にとどめた。
* r教育施設に関する計画研究データベースJ (1975"'1996)の文献収録先:
日本建築学会『建築雑誌・ 1続初 (月刊)
日本建築学会『建築縮志・建築年地
日本建築学会『建築雑誌・作品選集』
日本建築学会『論文報告集・構溜副
日本建築学会『論文報告集・計画編J
日本建築学会「北海道支音5研究報告J
iヨ本建築学会 f東北支部立好究報告j
日本建築学会「関東支音院汗究報告j
日本建築学会「東海支音問汗究報告j
日本建築学会「近畿支音!詰万究報告J
日本建築学会「北陸支部完丹究報告J
日本建築学会 f中国支部亮汗究報告J
日本建築学会「九州支音院汗究報告j
日本建築学会『大会梗概集(材料施工、防火、海洋、情報システム技術) ~ 
日本建築学会『大会梗概集(構造 1) ~ 
日本建築学会『大会梗概集(構造立) ~ 
日本建築学会『大会梗概集(環境工学) ~ 
日本建築学会『大会梗概集(建築計画) ~ 
日本建築学会『大会梗概集(都市計画、建築経済、歴史、意匠)jJ 
? ? ?? 。
f学校施設・設備j教育学関係文献目録堀井啓幸・
?
「学校施設・設{席J教育学関係主な文献収録元: (ページ数が不明のものはそのままにした)
日本教育経営学会紀要、第28号 (1986)"-'第38号 (1996)における文献目録、
設・設備J r教材・教具Jの項目
(1986) "-'22 
* 
(1996)所収論文等1 2 百本教育行政学会年報、
「教育施設に関する計頭研究データベース (1975"-'1996)Jについての若干の分析
図に、教育施設小委員会でまとめた「教育施設に関する計画研究データJに示された 1975年
から 1996年にかけての論文数を示した。 1976年の文献と 1996年の文献は、他の年度と
比べて数が圧倒的に少なく、文献収集上のミスがあるように思われる。その年度を除けば、図に示
されるように、毎年10に満たない「学校施設・設備j教育学関係文献数と比べて、建築学分野で
の教育施設についての研究は、文献数でも安定増加傾向にあり、多くの研究者によって継続して研
究されていることがわかる。特に、データベースに取り上げられた842の文献のうち、 『大会梗
概集(建築計画)~領域の文献が554 (全体の65. 8 %)であり、 『論文報告集・計画編』及
び建築学会各支部「論文報告集(計画)J分野のものを含めると全体の8割を越える数になる。改
めて、教育施設研究における建築計画学の占める割合の大きさを実感させられる。 (1)
「教育施設に関する計画研究J文献数の推移
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内容についての詳細な分析は、ここでは省官各するが、継続して、 「オープンスペース・ワークス
ペース・多目的スペースjについての調査研究が行なわれていること、小規模小学校の建築計画に
ついての研究が継続して行なわれていること、学校開放事業についての研究が、最近は、教育関連
施設の複合化の研究として行なわれていることなどを指摘しておきたい。こうした研究は、臨教審
や中教審の答申、また、建築学会での検討を下地にした文部省文教施設部の提言なと、と関わって、
これからの時代の教育施設だけでなく、教育の在り方をも指向するものとなっている。ただし、こ
れら継続している研究の主体者(長形Eグループヲは、データベースを見るかぎり若干固定化傾向に
あることも付け加えておく。
2. í特効銭安・設備」教育学関係文献 (1985~1995、発行JI跨
< 1 985> 
①平沢 茂 「公民館の施設・設備と機能についての一考祭一視聴覚メディアの整備と活用-J W社
会教育論集(その1) ~ 0立社会教育研修所 1 985年3月 3 1 '"'-'47 j-
②天笠茂 「新しい施設に対応した教育方法の改善J W教育新聞 N 09 24Jl教育新聞社 1 
985年6月 13-
③小島弘道 「学校施設の開放と目的外使用J W別冊教職研修』教育開発研究所 1 985年6
月 48~5 2j-
④平沢 茂 「学習指導の最適化を促すAV施設の活用J W教職研修(臨時増刊)Jl教育開発研究
所 1985年11月 29 2'"'-' 2 9 5 j-
⑤天笠茂 「学習環境の個性化・実践のポイントJ W学路軍営研究 No306~ 明治図書 l 
985年 12月 54'"-'5 9 j-
⑥高豹宗主ji r教育用ソフトウェアの開発とお宇品J W教育と情報 N 0 3 3 3~ 第一法規 198 
5年12月 2'"8 j-
⑦高差初来志台 r視聴覚メディアの新しい教具教材J W授業研究 23-16~ 明治図書 198 5 
年12月 33 ~ 3 8 j-
< 1 986> 
①若井瀬一 「自己教育力の育成に役立つ教材開発一教材開発に関わる制約条件の批判的検討を中
心にして一JW教育創造 9 2号J上越教育大学付属小学校高田教育研究会 1 986年3月 7 
"-' 1 3)-
②喜多明人 『学校施設の歴史と法制』エイデル研究所 1 9 8 6年 月 '" 2 8 2 j-
③喜多明人 「学中対極設・設備と環境の経営、 2、3、4、7節J神田修、河野重男、高野桂一編
『必携学校経営Jエイデル研究所 1 986年10月
-84-
堀井啓幸: r学校施設・設備j教育学関係文献自録
④堀内 孜 「学校施設・設備と環境の経営、 1、5、6節J神田修、河野重男、高野桂一編『必
携学校経営』エイデル研究所 1 986年10月
< 1 987> 
①高桑康雄 「視聴覚教材の活用と学習指導の革新J W学習指導f汗修第106号』教育開発研究
所 1987年1月 52 -5 5 j-
②堀井啓幸 「学校施設と教育活動-教師の学校施設観を中心に-J W日本教育経営学会紀要第
29号』第一法規 198 7年6月 1 3 3 --1 4 7 j-
③高桑康雄 「教育メディア論J W言語生活第428号』筑摩書房 1 987年7月 20-----2 
73-
④小池栄一 「学校の物的環境の設備と活用J日本教育経営学会編『教育経営と教育課程の編成・
実施~ (講座 日本の教育経営第4巻)き、ょうせい 1 987年9月 1 7 9 -1 9 1 j-
<1988> 
①天笠茂 「在来型教室の多目的利用J W教育と施設第20号』文教施設協会 1 988年3
月 80 -8 1 j-
②高桑康雄 「創造住の育成一発想、の転換と物的条件の整備-J W教綴研修総合特集44 創造性
教育読本』教育開発研究所 198 8年6月 1 3 2 -1 3 5 j-
③高桑康雄・伊佐治大陸「教授施設・設備・用具を謝新するj高野桂一・中野亨編『教育課程・授
業活動の談新~ (実践学校経営一樹新第3巻)ぎょうせい 198 8年7月 2 7 2 -3 1 1 j-
③天笠茂 「教育方法の多様化に対応した環境の在り方J W教育と施設第23号J文教施設協
会 1988年12月 65"-' 7 0 j-
⑤屋敷和佳 「児童・生徒の減少に伴う学校施設の質的向上に関する研究一市町村教育委員会調査
より-J W国立教育研究所研究集録 No16~ 1988年
⑥屋敷和佳 「へき地小学校の施設・設備J W国立教育研究所紀要 Nol16 号~ 1 988年
< 1 989> 
①喜多明人 「学校図書館の施設に望むJ W学校図書館第459号』全密図書館協議会 198 
9年l丹
②下村哲夫 「学校の施設利用をめぐってJ W月刊教育ジャーナル 27-12~ 学習研究社 l 
989年1月 26"" 2 9 j-
③喜多明人 「昭和教育の歩みに学ぶ一学校建築はと、う変わったかj 医学中あ塞営研究 第357号J
明治図書 1 989年7月
④喜多明人 「子どもの安全と学校の施設環境問題J Wスクールアメニティ 第37号』ボイック
?
??
? ?
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ス社 198 9年9月
< 1 990> 
①天笠 茂 「多目的スペースの活用をめぐる課題J文部省文教施設音隊長『ニュー・スクール計画
一教青方法等の多様化と学校施設一』ぎ〉ょうせい 1 990年6月 7 2'"'-' 7 3 j-
②新井部男 「教育施設から生涯学習施設へJ W教育と施設第29号』文教施設協会 1 990 
年6月 42 j-
③青木 薫 「アキ教室の運用とアイディアj 子学路軍営研究』明治図書 1 990年7月 84 
~85 
④堀井啓幸 「戦後学校施設整備行政の変容に関する一考察一多目的スペース導入の分析を中心に
して-J W日本教育行政学会年報 1 6 ~教育開発研究所 1 990年10月 255"-'268 
? ?
⑤天笠茂 「校務活動を支援する施設・設備への提案JW教育と施設 N 0 3 l~文教施設協会 1 
990年12月 10 9 j-
⑥屋敷和佳 「地域の施設計画J矢野・荒井編著『生涯学習化社会の教育計画』教育開発研究所 1 
990年
<1991> 
①笠井 尚 「施設が『学校』を変えるJW教員養成セミナー Vol14 No3~ 時事通信社 1 
991年 11月 23 ~ 2 5 j-
< 1 992> 
①小松郁夫 「情報化に対応した学校施設等のあり方J下村哲夫代表『これからの区立学校ーその
教育方法と学校施設に関する調査研究報告書』東京都豊島区教育委員会 1 992年1月 3 6 
~51 
②下村哲夫代表『これからの区立学校ーその教育方法と学校施設に関する調査研究報告書-~東京
都豊島区教育委員会 1 992年1月 "-' 1 3 3 j-
③iJJ!崎清男 「臼田郡地域におけるオーブン・スペース・スクールj大分大学教育学部『日田・玖
珠地域一自然・社会・教育-~ 1992年7月 3 6 5 ~ 3 7 6 j-
④青木朋江 「校長の教育財産の管理権と物品管理の札織J W教職研修総合特集94 学校財務読
本』教育!?号発研究所 199 2年8月 1 9 8 "-' 2 0 5 j-
⑤屋敷和佳 「新しいタイプの校舎の計画と学校施設整備行政の誠喜一教科教室型高校校舎のフォ
ローアップ分析-J W日本教育行政学会年報 1 8~ 教育開発研究所 1 992年10月 1 9 
7"-'2 11 
-86ー
堀井啓幸 r学校施設・設備j教育学関係文献目録
< 1 993> 
①屋敷和佳 「学校施設・設備の課題j牧昌見『高校教育改革の成果と一課題に関する調査研究jJ 1 
993年3月 71 ~8 Oj-
②屋敷和佳 「教育人口の変動と学校施設j日本教育経営学会『日本教育経営学会紀要 第35号J
第一法規 1 993年5月 2 6~3 4j-
③金子勉・山村滋 rw新しいタイプの高校Jの設置にかかる政策形成過程-埼玉県立伊奈学園総合
高等学校設置過程の事例分析-J W日本教育行政学会年報 1 9 jJ教育開発研究所 1 993年
1 0丹 17 4~ 1 8 7 j-
④屋敷和佳 「省庁所管学校の立地と施設J市川昭午『大学校の研究J玉川大学出版部 1 993 
年11月 11 1 ~1 3 5 j-
<1994> 
①屋敷和佳 「生涯学習の拠点としての学校一スコットランドのコミュニティ・スクールの事例分
析J W国立教育研究所研究集録第29巻jJ 1 994年
< 1 995> 
①屋敷和佳 「総合学科における施設・設備整備の展開J佐藤全『高等学校における学科編成・履
修システムの改善に関する総合的研究』国立教育研究所 1 995年3月 1 4 7 ~ 1 5 4 j-
②屋敷和佳 「児童生徒の減少に伴う学校施設整備の動向J W教育と情報第450号J 第一法
規 1995年9月 46~4 9j-
③屋敷和佳 「学習ニーズの高度化と施設・設備J W月刊公民館第461号』第一法規 1 9 
9 5年10 月 5~ 1 Oj-
④高桑康雄 「これからの学校での教育メディア利用J W学習情報研究第10巻11号』学習ソ
フトウェア情報研究センタ- 1995年11月 4~8j-
⑤永岡JI夏、小林一説肩『学校教育全集25 学校施設・設備Jき、ょうせい 199 5年
第 1章「学校施設・設備の教育的意義と在り方J (長倉康彦)
第2章「学校建設企画と建設プロセスJ (丹内五行、平井明成、枝川明)
第3章「学校施設の配置計画J (谷口抗邦)
第4章「学級教室と多目的スペースJ (長沢悟)
第5章「特別教室・教科教室の計画J (上野淳)
第6章「学習活動を支援する共通施設・設備の在り方J (山崎俊裕)
第7章「運動場・体育館の在り方と管理J (木村信之)
第8章「豊かな学習環境をつくるためにJ (諸翼幹夫)
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第9章「生涯学習をサポートする学校施設整備・管理運営J (堀井啓幸)
第10章「学校施設・設備の管理J (吉村彰)
第11章「学校施設・設備の改造・増築J (丹沢広行、平井明成、枝川明)
3. r学ヰ郊続安・設備J 教育学関係文献 (1985~1995) にみる特効笹設・設備研究の課題
「学校施設・設備J教育学関係文献 (1985-----1995)を烏敵すると、学校施設・設備を単
なる物としてだけでなく、教育課程(あるいは、高校教育の多様化などの教育の変革)の効果的な
実施を図るために、動態的、有機的に作用する教育機能体として位置付けようとする姿勢がより鮮
明になってきたように思う。また、情報化との関連で、 AVメディアの研究も進んでいる。
ただし、全体として研究論文は増加していないし、著者(発表者)は固定化している。
文部省では、この 10年の間 (1985-----1995)に、それぞれ調査研究会議を設け、 「教育
方法等の多様化に対応する学校施設の在り方についてJ (1988年)、 「文教施設のインテ1)ジ
ェント化についてJ (1990年)、 「学校施設の複合化についてJ (1991年)等の報告書を
まとめている。それらの内容の一つのまとめとなったのが、 1 992 (平成4)年3月にまとめら
れた、学校種別ごとの「施設整備指針J (文部省大臣官房文教施設部)である。この「学校施設整
備指針Jは法的規制力をもっていないが、その中で、今後の学校施設を整備していく際の基本的視
点を3点明示していることに注目したい。
一つは、高機能かつ多機能で弾力的な学習環境としての学校施設という視点である。すなわち、
国際化、情報化等の社会の変化による教育内容や教育方法の多様化などに対応した学習環境をどう
整備すべきかが関われているのでミある。現在、多くの学校では余裕教室(空き教室)をさまざまに
活用して教育活動を行なっているが、単に箱型教室のネーミングを変えるだけでは、児童・生徒の
学習意欲を引き出し、学習を変えていくことはできない。これまで以上に、そこで行なわれる教育
活動の実践を分析し、施設環境として何をどう変えていくことが必要なのか、使い手の側から要求
していくことが必要である。
また、一つは、健康的かつ安全で快適な環境としての学校施設という視点である。それは綿教審
答申で、話題になった「学校環境の人間化Jという視点とも共通する。教締の学校施設に対する意
識を調べてみると(2)、以前から学中対極設に対して安全性を第一に求め、そして快適性を求めていた。
ただし、学校はあくまで、学習する場所というら蕊裁があり、児童・生徒が生活する場所という言琵設に
欠けるところがあったように思う。その点、 「新しい学力観jなどの学習についての認識の転換と
ともに、学校という場所についての長琵哉の転換を求める研究・実践がこれまで、以上に必要になって
いる。
第3に、地域の生涯学習やまちづくりの核としての学校施設という視点である。すでに2002
(平成14)年度からの学校週5目指!の完全実施という既定路線のうえで、教育課程基準の改訂作
????
堀井啓幸: r学校施設・設備j 教育学関係文献目録
業が行なわれ、地域とのつながりをもった教育行政指1疫の在り方も提言されている。また、少子高
齢化社会のなかでの学校の位置付けも検討されている。しかし、その即刻七として学校が地域公共
施設と複合化されるなかで問題点も少なからず生じている。学校が「関かれるj ことは学校が相変
わらず「閉じているj現状では重要な意味をもっωが、例えば複合施設という具体物の分析を通し
て、学校のどこを守り、どこを開いていくのか、他の教育機関とのネットワークの在り方の模索と
同時に管理責任の分担はどうあるべきかなどの研究を進めていく必要があるので、はないだ、ろうか。
「学校施設整備t旨針Jに盛り込まれたこれからの学校施設整備に関わる3つの筏長から、これま
での「学校施設・設備j教育学関係文献 (1985"'1995)をみても、建築学領域の研究に比
べ、教育学領域の研究はその量だけでなく、質的にも相当遅れをとっていると言えるだろう。
私事ではあるが、ここ数年、国立大学の院生諸氏の学校施設・設備に関わる発表に興味深いもの
があり、教育学に関わる若い研究者逮の学校施設・設備に対する関心は少しず、つ高まっているよう
にも感じているゆ。また、今回の教育学領域の文献自録では取り上げなかったが、建築学領域での
吉村彰氏をはじめとする学区の研究は、教育学領域での葉養正明氏をはじめとする学区の研究と関
わって、これからの学校の在り方、学校施設の在り方を総合的に捉える研究になっていく可能性を
もっている。前述のように日本建築学会の研究協議会では、教育関係者との積極的な交流を図るべ
きであるという意見が何度となく出されていた。教育改革を呉現化することに関わる者として、ま
た、使い手の意見を代表する者として、教育学プロパーの人間が、建築学者や設計者との交流をき
っかけにしながら学校施設・設備の研究を活性化していく必要を痛感する。
<引用文献・参照文献等>
(1) 建築計画学(領域)の戦後の理論的蓄積と実際については、拙稿「戦後の学校建築史(その
1 )一学校施設理論の蓄積と実際に関する若干の考察-J大塚学校経営研究会『学校経営研究』
第9巻 1 984年 29"'-'48頁に簡潔にまとめている。
(2) 拙稿「学校施設と教育活動-教師の学校施設観を中心に-J W日本教育経営学会紀要第29
号』第一法規 198 7年6月 133"'147頁参照のこと。
(3) 拙稿「学校開放と生涯学習体系-A市小中学校における学校開放の調査から-J W日本生涯
教育学会年報第9号』日本生涯教育学会 198 8年11月 225"'-'240頁
クラブハウスという学校開放用に建築された建物の使用をめぐっても、学校側の一見排他的
な指向をみることができる。
(4) 例えば、和田英理子は、オーフンスペースを含む学習空間に関する教師の意識調査を行って
いる(rオープンスペース活用の学校に関する研究ーオープンスペースを含む学習空間に擬す
る教師の意識問査を中心に-J 中国四国教育学会『教育学研究紀要第42巻第 1 部~ 1 996 
年)。氏は、教師のオープンスペース校への勤務経験を分析の主要な要素として捉えており、
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建築サイドの「使われ方J調査研究に、教師のキャリア形成という教青経営学的な要素を加味
した独創的な研究と評価できる。また、青木栄ーは、学校施設・整備事業に関わる国庫支出金
制度の変容を事例調査も踏まえながら分析している(r日本における学校施設整備事業への国
庫支出金制度の変容-1980年代以i患を中心とした時系列的検討と執行過程の検討J日本教
育制度学会『教育制度研究第 5 号~ 1998)。氏は従来のマクロな教育財政学に事例研究を
交えて、独創的な学校施設・設備整備事業を実際には負担金制度と政策的な補助金制度が妨げ
ている4犬況を実証しようと試みている。
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